
 

   西脇市移住支援事業補助金交付規程  

 

 

 （趣旨）  

第１条  この規程は、移住及び定住の促進を図るため、西脇市が交付

する西脇市移住支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付

に関し、必要な事項を定めるものとする。  

 （補助対象者）  

第２条  補助対象者は、２人以上の世帯に属する者にあっては、別表  

 第１に掲げる要件を、単身世帯に属する者にあっては、別表第１の  

 ２の項から５の項までに掲げる要件を全て満たす者とする。  

２  前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、  

 補助対象者としない。  

 ⑴  西脇市における暴力団の排除の推進に関する条例（平成 24年西  

  脇市条例第 26号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３  

  号に規定する暴力団密接関係者に該当する者  

 ⑵  特定の宗教又は政治的な活動を目的とする者  

 ⑶  市税及び国民健康保険税の滞納がある者  

 ⑷  国、県及び市からこの補助金と同趣旨の補助金等を受ける者  

 ⑸  前各号に規定する者と同居する者  

 ⑹  その他市長が不適当と認める者  

 （補助金の額等）  

第３条  補助金の額は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる区  

 分に応じ、当該各号に定める額とする。  

 ⑴  ２人以上の世帯   100万円  

 ⑵  単身世帯  60万円  

２  補助金の交付回数は、１世帯につき１回限りとする。  

 （交付の申請）  

第４条  補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」  

 という。）は、西脇市移住支援事業補助金交付申請書（様式第１号）  

 に誓約書兼同意書（様式第２号）その他必要な書類を添えて、補助  

 金の交付を受けようとする会計年度の２月末日までに、市長に提出  

 しなければならない。  

 （交付の決定）  

第５条  市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を  

 審査し、適正と認めたときは、西脇市移住支援事業補助金交付決定  

 書兼確定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。  

 （補助金の交付）  

第６条  前条の規定による交付決定を受けた申請者（以下「交付対象  



 

 者」という。）は、補助金の交付を受けようとするときは、西脇市  

 移住支援事業補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出しなけ  

 ればならない。  

２  市長は、前項の規定による請求があったときは、補助金を交付す  

 るものとする。  

 （補助金の交付手続等）  

第７条  この規程に定めるもののほか、補助金の交付手続その他必要  

 な事項は、西脇市補助金等交付規則（平成 17年西脇市規則第 45号）  

 に定めるところによる。  

 （報告及び調査）  

第８条  市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、必要  

 があるときは、交付対象者に対し、報告を求め、又は実地に調査す  

 ることができる。  

 （補助金の返還）  

第９条  市長は、交付対象者が別表第２の左欄に掲げる要件のいずれ  

 かに該当すると認めたときは、同欄に掲げる区分に応じ、同表の右  

 欄に掲げる補助金相当額を返還させることができる。ただし、やむ  

 を得ない理由があると市長が認めるときは、この限りでない。  

 （その他）  

第 10条  この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この告示は、公布の日から施行する。  

（この告示の失効）  

２  この告示は、令和４年３月 31日限り、その効力を失う。ただし、

同日までに交付決定をした補助金については、この告示は、同日後

もなおその効力を有する。  

 

   附  則  

 （施行期日等）  

１  この告示は、公布の日から施行し、改正後の西脇市移住支援事業  

 補助金交付規程の規定は、令和元年 12月 20日から適用する。  

 （経過措置）  

２  この告示の適用の日の前日までに本市へ転入した者に係る補助対  

 象者の要件については、なお従前の例による。  

 

   附  則  

 （施行期日等）  



 

１  この告示は、公布の日から施行し、改正後の西脇市移住支援事業  

 補助金交付規程の規定は、令和２年 12月 22日から適用する。  

 （経過措置）  

２  この告示の適用の日の前日までに本市へ転入した者に係る補助対  

 象者の要件については、なお従前の例による。  

 

   附  則  

 （施行期日等）  

１  この告示は、令和６年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この告示の施行の日の前日までに本市へ転入した者に係る補助対

象者の要件については、なお従前の例による。  

 



 

別表第１（第２条関係）  

補助対象者の要件  

１  世 帯 に 関 す る 要 件  

⑴  本 市 へ 転 入 し た 日 （ 以 下 「 転 入 日 」 と い う 。 ） の 直 前 に 補  

 助 対 象 者 と 同 一 の 世 帯 に 属 し て い た 者 （ 以 下 「 世 帯 員 」 と い  

 う 。 ） が 、 補 助 金 の 交 付 申 請 時 （ 以 下 「 交 付 申 請 時 」 と い  

 う 。 ） に お い て 補 助 対 象 者 と 同 一 の 世 帯 に 属 し て い る こ と 。  

⑵  世 帯 員 が 平 成 31年 ４ 月 １ 日 以 後 に 本 市 へ 転 入 し 、 か つ 、 交  

 付 申 請 時 に お い て 転 入 後 １ 年 以 内 で あ る こ と 。  

２  転 入 に 関 す る 要 件  

⑴  次 の い ず れ に も 該 当 す る こ と 。  

 ア  転 入 日 の 直 前 の 10年 間 の う ち 、 東 京 23区 内 に 在 住 し て い  

  た 期 間 又 は 東 京 圏 （ 条 件 不 利 地 域 を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ） に  

  在 住 し 、 雇 用 保 険 の 被 保 険 者 又 は 個 人 事 業 主 と し て 東 京 23 

  区 内 に 通 勤 し て い た 期 間 （ 東 京 圏 に 在 住 し 、 か つ 、 東 京 23

区 内 の 大 学 等 （ 学 校 教 育 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 26号 ） に 規 定

す る 大 学 、 短 期 大 学 、 専 修 学 校 又 は 高 等 専 門 学 校 を い う 。

以 下 同 じ 。 ） へ 通 学 し 、 東 京 23区 内 の 企 業 等 へ 就 業 し た 者

に つ い て は 、 当 該 大 学 等 へ 通 学 し た 期 間 を 含 む 。 以 下 「 通

勤 期 間 」 と い う 。 ） が 通 算 ５ 年 以 上 で あ る こ と 。  

 イ  転 入 日 の 直 前 に 連 続 し て １ 年 以 上 、 東 京 23区 内 に 在 住 し 、  

  又 は 東 京 圏 に 在 住 し 、 か つ 、 転 入 日 か ら 転 入 日 の ３ 月 前 ま  

で の い ず れ か の 日 か ら 起 算 し て 連 続 し て １ 年 以 上 の 通 勤 期  

間 が あ る こ と 。  

⑵  平 成 31年 ４ 月 １ 日 以 後 に 本 市 へ 転 入 し 、 か つ 、 交 付 申 請 時  

 に お い て 転 入 後 １ 年 以 内 で あ る こ と 。  

３  居 住 意 思 に 関 す る

要 件  

交 付 申 請 時 か ら ５ 年 以 上 継 続 し て 本 市 に 居 住 す る 意 思 が あ る こ

と 。  

４  就 業 又 は 起 業 に 関

す る 要 件  

次 の い ず れ か に 該 当 す る こ と 。  

⑴  兵 庫 県 が 補 助 金 の 対 象 と し て マ ッ チ ン グ サ イ ト に 掲 載 し  

 た 求 人 に 対 し 、 当 該 求 人 の 掲 載 日 以 後 に 応 募 し て 新 規 に 雇  

 用 （ 補 助 対 象 者 の ３ 親 等 以 内 の 親 族 が 役 員 を 務 め る 法 人 が  

 雇 用 す る 場 合 を 除 く 。 ） さ れ 、 交 付 申 請 時 に お い て 就 業 し 、 か

か つ 、 交 付 申 請 時 か ら ５ 年 以 上 継 続 し て 勤 務 す る 意 思 が あ  

る こ と 。  

⑵  内 閣 府 が 実 施 す る プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル 人 材 事 業 又 は 先 導  

的 人 材 マ ッ チ ン グ 事 業 を 利 用 し て 就 業 し た 者 で 、 次 の い ず  

れ に も 該 当 す る こ と 。  

ア  勤 務 地 が 兵 庫 県 内 で あ る こ と 。  

イ  週 20時 間 以 上 の 無 期 雇 用 契 約 に 基 づ い て 新 規 に 雇 用 さ  

れ 、 交 付 申 請 時 に お い て 就 業 し 、 か つ 、 交 付 申 請 時 か ら ５



 

５ 年 以 上 継 続 し て 勤 務 す る 意 思 が あ る こ と 。  

  ウ  離 職 を 前 提 と し た 雇 用 形 態 で な い こ と 。  

 ⑶  自 己 の 意 志 に よ り 生 活 の 拠 点 と す る た め に 本 市 に 転 入 し 、  

  転 入 前 の 就 業 先 の 業 務 を 引 き 続 き 行 う 者 で 、 内 閣 府 が 実 施  

す る 地 方 創 生 テ レ ワ ー ク 交 付 金 に 係 る 資 金 を 就 業 先 か ら 提  

供 さ れ て い な い こ と 。  

⑷  交 付 申 請 時 か ら 過 去 １ 年 以 内 に 兵 庫 県 移 住 支 援 事 業 ・ マ  

 ッ チ ン グ 支 援 事 業 及 び 起 業 支 援 事 業 実 施 要 領 （ 以 下 「 県 実  

 施 要 領 」 と い う 。 ） に 基 づ く 起 業 支 援 金 の 交 付 決 定 （ 以 下  

 「 起 業 支 援 金 の 交 付 決 定 」 と い う 。 ） を 受 け て い る こ と 。  

５  国 籍 及 び 在 留 資 格

に 関 す る 要 件  

日 本 人 又 は 永 住 者 、 日 本 人 の 配 偶 者 等 、 永 住 者 の 配 偶 者 等 、 定

住 者 若 し く は 特 別 永 住 者 の い ず れ か の 在 留 資 格 を 有 す る 外 国 人

で あ る こ と 。  

備 考  

⑴  「 東 京 圏 」 と は 、 東 京 都 （ 東 京 23区 を 除 く 。 ） 、 埼 玉 県 、 千 葉 県 及 び 神 奈 川 県 を  

 い う 。  

⑵  「 条 件 不 利 地 域 」 と は 、 過 疎 地 域 自 立 促 進 特 別 措 置 法 （ 平 成 12年 法 律 第 15号 ） 、  

 山 村 振 興 法 （ 昭 和 40年 法 律 第 64号 ） 、 離 島 振 興 法 （ 昭 和 28年 法 律 第 72号 ） 、 半 島 振  

 興 法 （ 昭 和 60年 法 律 第 63号 ） 又 は 小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 特 別 措 置 法 （ 昭 和 44年 法 律 第  

 79号 ） に 規 定 す る 対 象 地 域 又 は 指 定 区 域 を 含 む 市 町 村 （ 政 令 指 定 都 市 を 除 く 。 ） を  

 い う 。  

⑶  「 マ ッ チ ン グ サ イ ト 」 と は 、 兵 庫 県 が 運 営 し 、 求 人 を 掲 載 す る ウ ェ ブ サ イ ト を い  

 う 。  

 

別表第２（第９条関係）  

要件  返還を求める額  

⑴  虚 偽 そ の 他 不 正 の 手 段 に よ り 補 助 金 の 交 付 を 受 け た と き 。  

⑵  交 付 申 請 時 か ら ３ 年 未 満 で 本 市 か ら 転 出 し た と き （ 下 記 ⑸ の 場  

 合 を 除 く 。 ） 。  

⑶  交 付 申 請 時 か ら １ 年 以 内 に 別 表 第 １ の ４ の 項 第 １ 号 及 び 第 ２ 号  

に 規 定 す る 補 助 金 の 要 件 と な る 就 業 先 を 退 い た と き 又 は 起 業 支 援

金 の 交 付 決 定 を 取 り 消 さ れ た と き 。  

交 付 し た 補 助 金 の

額 （ 以 下 「 交 付 金

額 」 と い う 。 ） の

全 額  

⑷  交 付 申 請 時 か ら ３ 年 以 上 ５ 年 以 内 に 本 市 か ら 転 出 し た と き （ 下  

 記 ⑹ の 場 合 を 除 く 。 ） 。  

交 付 金 額 に ２ 分 の

１ を 乗 じ て 得 た 額  

⑸  上 記 ⑵ の 場 合 に お い て 、 県 実 施 要 領 に 基 づ く 移 住 支 援 金 の 交 付  

 を 行 っ て い る 市 町 （ 以 下 「 対 象 市 町 」 と い う 。 ） へ 転 出 し た と き 。  

交 付 金 額 に ４ 分 の

１ を 乗 じ て 得 た 額  

⑹  上 記 ⑷ の 場 合 に お い て 、 対 象 市 町 へ 転 出 し た と き 。  交 付 金 額 に ８ 分 の

１ を 乗 じ て 得 た 額  



 

⑺  そ の 他 市 長 が 補 助 金 の 返 還 を 求 め る 必 要 が あ る と 認 め た と き 。  市 長 が 必 要 と 認 め

る 額  

 

 



 

様式第１号（第４条関係）  

 

西脇市移住支援事業補助金交付申請書  

 

                      年   月   日  

 

 西脇市長          様  

 

           住  所                   

           （ ふ り が な ）  

           氏  名                ㊞   

 

 西脇市移住支援事業補助金の交付を受けたいので、西脇市移住支援

事業補助金交付規程第４条の規定により、関係書類を添えて下記のと

おり申請します。  

 

記  

 

１  交付申請額   金         円  

 

２  申請内容  

申請者の連絡先  
電話番号   

メールアドレス  

生年月日  年   月   日  

申請区分  □２人以上の世帯 □単身世帯 □就業 □テレワーク □起業 

本市へ転入する直

前の住所  

〒  

本市への転入日  年   月   日  

申請者の世帯員

（ 転 入 日 の 直 前 及 び 現

在 に お い て 申 請 者 と 同

一 の 世 帯 に 属 し て い る

者 ）  

氏名  性別  続柄  生年月日  

（ ふ り が な ）  

 
   

（ ふ り が な ）  

 
   

（ ふ り が な ）  

 
   

（ ふ り が な ）  

 
   



 

通学・通勤履歴  ※ 東 京 圏 在 住 で 、 東 京 23区 内 へ 通 学 ・ 通 勤 し て い た 方 の み 記 入  

通学・通勤期間  通学・通勤先の名称  通学・通勤先の所在地  

  年  月  日 ～   年  月  日    

  年  月  日 ～   年  月  日    

  年  月  日 ～   年  月  日    

  年  月  日 ～   年  月  日    

 

３  添付書類  

 ⑴  全ての方  

  ア  誓約書兼同意書（様式第２号）  

  イ  申請者の本人確認書類の写し  

  ウ  住民票の写し（本市への転入後の住所及び転入日が分かる書  

   類）  

  エ  住民票の除票又は戸籍の附票の写し  

 

 ⑵  東京圏に在住し、東京 23区内へ通学・通勤していた方  

  ア  卒業証明書等  

  イ  就業証明書等  

 

 ⑶  ２人以上の世帯で申請する方  

  ア  世帯員の住民票の写し（本市への転入後の住所及び転入日が  

   分かる書類）  

  イ  世帯員の住民票の除票又は戸籍の附票の写し  

 

 ⑷  就業した方又はテレワークを行う方  

   就業証明書（補助金の要件となる就業先等が発行したもの）  

    

 ⑸  兵庫県から起業支援金の交付決定を受けた方  

   起業支援金に係る交付決定通知書の写し  

 

 ⑹  外国人の方  

   在留資格を有することが分かる書類の写し  

 

 ⑺  その他  

   （                         ）  

 

 



 

様式第２号（第４条関係）  

 

誓約書兼同意書  

 

                      年   月   日  

 

 西脇市長          様  

 

           住  所                   

 

           氏  名                ㊞   

 

 西脇市移住支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付申請

に当たり、下記の事項について誓約・同意します。  

 

記  

 

１  誓約事項  

 ⑴  西脇市移住支援事業補助金交付規程（以下「規程」という。）  

  別表第１（単身世帯に属する者にあっては別表第１の２の項から  

  ５の項まで）に掲げる補助対象者の要件を全て満たしていること。  

 ⑵  規程第２条第２項各号に掲げる者に該当しないこと。  

 ⑶  規程別表第２の左欄に掲げる要件のいずれかに該当するときは、  

  同欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に掲げる補助金相当額を返  

  還すること。  

 ⑷  西脇市から補助金に係る報告及び調査を求められたときは、必  

  要な協力を行うこと。  

 

２  同意事項  

 ⑴  誓約事項⑴から⑶までの確認のため、関係機関等に照会を行う  

  こと。  

 ⑵  補助金の交付手続に際して得た個人情報について、国への実施  

  状況の報告、都道府県において実施する同様の事業の円滑な実施  

  等のため、国、都道府県、他の市区町村に提供し、又は確認する  

  場合があること。  



 

様式第３号（第５条関係）  

 

西脇市指令第   号  

 

 

             様  

 

 

西脇市移住支援事業補助金交付決定書兼確定通知書  

 

 

    年  月  日付けで申請のあった西脇市移住支援事業補助金の

交付については、下記のとおり交付することを決定したので、西脇市

移住支援事業補助金交付規程第５条の規定により通知します。  

 

 

    年  月  日  

 

 

西脇市長          □印  

 

 

記  

 

 

１  交付決定額   金        円  

 

２  条件  

 



 

様式第４号（第６条関係）  

 

西脇市移住支援事業補助金交付請求書  

 

                      年   月   日    

 

 西脇市長          様  

 

           住  所                   

           氏  名                ㊞   

 

 西脇市移住支援事業補助金について、下記のとおり請求します。  

 

記  

 

１  請求額   金        円  

 

２  振込先  

金融機関名  

          銀行          本店  

          金庫          支店  

          組合          出張所  

預金種別  □普通    □当座    □その他（      ）  

口座番号   

フリガナ   

口座名義人   

 


